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所属長 消防長　飯野勇人

５．二次評価（所属長の見解）

　火災原因の多くは火気を取り扱う際の不注意や不始末から発生しているため、SNSやFMふっかちゃん等を
活用して広く市民へ防火意識を高める取組みを行う。火災における年間死傷者は高齢者世帯を中心とし断続
的に発生している状況であるため、逃げ遅れを防ぐための住宅用火災警報器の設置促進を行うとともに、適
切な維持管理を推奨していく。また、救命処置実施率を向上させるために、効果的なバイスタンダー（救急
現場に居合わせた人）の育成を継続的に行い、ＡＥＤ協力事業所認定制度では、民間事業所へ業種ごとに制
度案内をして新規認定の推進を実施する。

　建物火災のうち住宅火災の割合が高い比率を占めており、住宅火災における死傷者も断続的に発生している状況である。市民一人ひとりの
住宅防火への関心を高めるため、各種広報媒体を利活用した火災予防の普及啓発を図る必要がある。
　また、高齢化の進行により救急搬送人員が増加すると予測され、救急需要への応需体制の強化が求められていることから、限られた経営資
源を最大限有効活用し時代の変化に対応しながら持続可能な消防行政運営を図る必要がある。
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４．改善改革プラン（３．一次評価を受けての具体的な解決策）

区分

- 47.00 48.00

　出火率については、火災予防啓発の継続的な実施と事業所への是正指導の効果により、火災件数が減少し目標を達成したと考えられるが、
相変わらず失火による火災原因が多い状況である。消防車出場から放水開始までの平均時間は継続した訓練の実施で消防力が強化され、昨年
に引続き目標を達成できた。また、救命処置実施率は前年比３．５％増となり目標を達成しているが、今後も新しい生活様式に則した救命講
習会を実施して、効果的なバイスタンダー（救急現場に居合わせた人）の育成を行っていく必要がある。

評価者 次長兼消防総務課長　齊藤新一

３．一次評価（今後の施策の方向性）

区分
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市民による救命処置の実施率
％

拡充

中項目 1 備えができ安全・安心なまちづくり

小項目 2

件
消防本部内（本市及び寄居町）の数値
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平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度
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現場に居合わせた人による心肺蘇生実施率
（目撃ありのみ）

　

　

51.00

総
合
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大項目 4 安心とやすらぎを感じられるまち

令和4年6月10日（金）

算出式・説明（下段）

人口１万人あたりの出火率

施策評価表

２．評価指標

１．基本事項 作成日

施策 消防・救急体制の充実 期間 施策担当部課名 消防本部 消防総務課平成30年度～令和4年度

施策推進の
ための主な

取組

重要度・
満足度

施策を取り巻
く社会状況等

　近年、日本各地において、大規模な火災や地震、風水害が相
次いで発生しており、本市においても消防・救急体制に対する
市民重要度は高い状況にある。

　火災件数は減少しているものの、火災の約７割は失火による
ものであり、防火意識を高める取組が必要である。また、新型
コロナウイルス感染症の影響下においても、感染防止を徹底し
市民の要請に適切に応える必要がある。

火災予防啓発事業、消防用設備等防火管理事務、
応急手当普及啓発事業、常備消防車両整備管理事業、
消防水利整備事業、消防通信指令事業、
消防活動事務、予防事務

上段は目標値、下段は実績値

　市民の防火意識を高めることで火災を抑制するとともに、火災
や大規模災害発生時には迅速に対応できるよう消防・救急体制を
充実させ、市民の生命・身体・財産を守ることを目的とする。目的・

対象消防・救急体制の充実

主要プロジェクト

＜第２次総合計画進行管理表＞＜第２次総合計画進行管理表＞＜第２次総合計画進行管理表＞


